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「定款の施行に関する規則」の一部改正について

平成 26年 12 月 19 日

（下線部分変更）

新 旧

（会員代表者及び会員代表者代理人の資格要

件）

第３条 定款第 14 条第１項及び第２項に規定

する会員代表者及び会員代表者代理人は、そ

れぞれ次の各号に掲げる要件を満たす者でな

ければならない。

１ 会員代表者は、登記された代表権を有する

役員であること。ただし、外国法人である

正会員（登録金融機関を除く。）及び電子募

集会員については、金融商品取引法（以下

「金商法」という。）第 29 条の４第１項第

４号ハに規定する国内における代表者（同

法第 65 条第１項に規定する職務代行者を

含む。以下同じ。）であり、また、外国法人

である正会員（登録金融機関に限る。）につ

いては、銀行法第 47 条第１項に規定する

支店若しくは代理店の代表者又は保険業法

第 187 条第１項第２号に規定する日本に

おける代表者であること。

２ 会員代表者代理人は、登記された役員又は

これに準ずる権限を有する者であること。

ただし、外国法人である正会員については、

前号に規定する代表者に準ずる権限を有す

る者であること。

３ 金商法第 29 条の４第１項第２号イから

リまでの規定に該当しない者であること。

（正会員代表者等の資格要件）

第３条 定款第 14 条第１項に規定する正会員

代表者及び正会員代表者代理人は、それぞれ

次の各号に掲げる要件を満たす者でなければ

ならない。

１ 正会員代表者は、登記された代表権を有す

る役員であること。ただし、外国法人であ

る正会員（登録金融機関を除く。）について

は、金融商品取引法（以下「金商法」とい

う。）第 29 条の２第１項に規定する国内に

おける代表者（同法第 65条第１項に規定す

る職務代行者を含む。以下同じ。）であり、

また、外国法人である正会員（登録金融機

関に限る。）については、銀行法第 47 条第

１項に規定する支店若しくは代理店の代表

者又は保険業法第 187 条第１項第２号に

規定する日本における代表者であること。

２ 正会員代表者代理人は、登記された役員又

はこれに準ずる権限を有する者であるこ

と。ただし、外国法人である正会員につい

ては、前号に規定する代表者に準ずる権限

を有する者であること。

３ 金商法第 29 条の４第１項第２号イから

トまでの規定に該当しない者であること。

（国内において本拠となる支店等）

第４条 外国法人である正会員及び電子募集会

員は、本協会との連絡上適当と認められる支

店等（以下「国内において本拠となる支店等」

という。）を定め、本協会に届け出なければな

らない。

（国内において本拠となる支店等）

第４条 外国法人である正会員は、本協会との連

絡上適当と認められる支店等（以下「国内に

おいて本拠となる支店等」という。）を定め、

本協会に届け出なければならない。

（届出事項）

第５条 定款第 15 条に規定する正会員及び電

（届出事項）

第５条 定款第 15 条に規定する正会員の届出

別紙４
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新 旧

子募集会員の届出は、金商法の規定により金

融庁長官に次の各号に係る届出又は公告の届

出を行う場合にこれを行うものとする。

１      （現行どおり）

２ 合併（当該正会員又は電子募集会員が合併

により消滅する場合の当該合併に限る。）又

は解散

３ 分割（当該正会員又は電子募集会員が分割

により事業の全部又は一部を承継させた場

合の当該分割に限る。）

４      （現行どおり）

は、金商法の規定により金融庁長官に次の各

号に係る届出又は公告の届出を行う場合にこ

れを行うものとする。

１       （省略）

２ 合併（当該正会員が合併により消滅する場

合の当該合併に限る。）又は解散

３ 分割（当該正会員が分割により事業の全部

又は一部を承継させた場合の当該分割に限

る。）

４       （省略）

（報告事項）

第６条 定款第 15 条に規定する正会員及び電

子募集会員の報告は、次に掲げる場合にこれ

を行うものとする。

１ ～ ９   （現行どおり）

10 他の法人と合併したとき（当該正会員又は

電子募集会員が合併により消滅した場合の

当該合併を除く。）。

11 ～ 20   （現行どおり）

21 金商法第 46 条の４及び第 47 条の３に規

定する説明書類を作成したとき。

22 ・23  （現行どおり）

24 役員又は重要な使用人が金商法第 29 条

の４第１項第２号イからリまでのいずれか

に該当することとなった事実を知ったと

き。

25 ・ 26   （現行どおり）

27 自己募集その他の取引等に係る業務に関

し、正会員及び電子募集会員として遵守す

べき法令等に違反する行為が行われていた

事実を認識したとき。

28      （現行どおり）

（報告事項）

第６条 定款第 15 条に規定する正会員の報告

は、次に掲げる場合にこれを行うものとする。

１ ～ ９    （省略）

10 他の法人と合併したとき（当該正会員が合

併により消滅した場合の当該合併を除

く。）。

11 ～ 20    （省略）

21 金商法第 46 条の４に規定する説明書類

を作成したとき。

22・23     （省略）

24 役員又は重要な使用人が金商法第 29 条

の４第１項第２号イからトまでのいずれか

に該当することとなった事実を知ったと

き。

25 ・26     （省略）

27 自己募集その他の取引等に係る業務に関

し、正会員として遵守すべき法令等に違反

する行為が行われていた事実を認識したと

き。

28       （省略）

（入会申請書の添付書類）

第７条 定款第 19 条第２項に規定する入会申

請書の添付書類は、次のとおりとする。

１ ～ ４     （現行どおり）

（入会申請書の添付書類）

第７条 定款第 19 条第２項に規定する入会申

請書の添付書類は、次のとおりとする。

１ ～ ４     （省略）

（加入の承認の通知） （加入の承認の通知）
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新 旧

第８条 本協会は、定款第 19 条の規定により、

入会申請者につきその加入を承認したとき

は、その旨をその入会申請者並びにすべての

正会員及び電子募集会員に通知する。

第８条 本協会は、定款第 19 条の規定により、

入会申請者につきその加入を承認したとき

は、その旨をその入会申請者及び各正会員に

通知する。

（正会員及び電子募集会員の処分、会員権の消

滅等の場合の通知及び公表）

第９条 本協会は、次の各号の一に該当すること

となった正会員及び電子募集会員に対し、そ

の旨を通知する。

１ ～ ３   （現行どおり）

２ 本協会は、次の各号の一に該当することとな

った正会員及び電子募集会員につき、その旨

をすべての正会員及び電子募集会員に通知す

る。

１ ・ ２   （現行どおり）

３       （現行どおり）

（正会員の処分、会員権の消滅等の場合の通知

及び公表）

第９条 本協会は、次の各号の一に該当すること

となった正会員に対し、その旨を通知する。

１ ～ ３    （省略）

２ 本協会は、次の各号の一に該当することとな

った正会員につき、その旨を各正会員に通知

する。

１ ・ ２    （省略）

３        （省略）

（賛助会員又は後援会員の退会の通知及び公

表）

第 10 条 本協会は、定款第 22 条の 2 の規定に

より賛助会員又は後援会員が退会することと

なった場合には、当該賛助会員又は後援会員

に対し、その旨を通知する。

２ 本協会は、前項の規定に該当することとなっ

た賛助会員又は後援会員につき、その旨をす

べての正会員及び電子募集会員に通知すると

ともに、これを公表する。

（新設）

（取引の信義則違反）

第 11 条 定款第 20 条第１号及び第 23 条第

１項第４号に規定する取引の信義則に反する

行為とは、次に掲げる行為その他の行為で、

本協会若しくは正会員又は電子募集会員の信

用を失墜し又は本協会若しくは正会員又は電

子募集会員に対する信義に反する行為をい

う。

１ 本協会の業務若しくは他の正会員又は電

子募集会員の営業に干渉し又はこれを妨げ

ること。

２      （現行どおり）

（取引の信義則違反）

第 10 条 定款第 20 条第１号及び第 23 条第

１項第４号に規定する取引の信義則に反する

行為とは、次に掲げる行為その他の行為で、

本協会若しくは正会員の信用を失墜し又は本

協会若しくは正会員に対する信義に反する行

為をいう。

１ 本協会の業務若しくは他の正会員の営業

に干渉し又はこれを妨げること。

２       （省略）
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新 旧

付 則

この改正は、金融商品取引法等の一部を改正

する法律（平成 26 年法律第 44 号）附則第１条

本文に規定する日から施行する。


